
議案第２６号 

 

 

 

令 和 ４ 年 度 

 

深 谷 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

 

-1-



 

 

-2-



令和４年度 深谷市水道事業会計予算  

 
（総則）  

第１条  令和４年度深谷市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

（業務の予定量）  
第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。  

（１） 給 水 戸 数 ６１，０２１  戸  
（２） 年 間 総 給 水 量 １５，４９０，７９９    
（３） 一 日 平 均 給 水 量 ４２，４４０    
（４） 主 要 な 建 設 改 良 事 業 ２，２５１，２８０  千円  
 ア 浄配水設備改良費 ３０１，１４３  千円  
 イ 老朽管更新事業費 ６１９，６５３  千円  
 ウ  施 設 整 備 事 業 費 １，３３０，４８４  千円  

（収益的収入及び支出）  
第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  

収    入  
第１款  水 道 事 業 収 益 ３，３２８，１６４  千円  

第１項  営 業 収 益 ２，８１９，３４２  千円  
第２項  営 業 外 収 益 ５０８，８２２  千円  

            支    出  
第１款  水 道 事 業 費 用 ２，８４７，４２０  千円  

第１項  営 業 費 用 ２，７０６，１２０  千円  
第２項  営 業 外 費 用 １３０，３００  千円  
第４項  特 別 損 失 １，０００  千円  
第５項  予 備 費 １０，０００  千円  
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（資本的収入及び支出）  

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額１，６２８，６０６千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額  
１３８，２１８千円、過年度分損益勘定留保資金１００，２０７千円 、当年度分損益勘定留保資金

１，０４５，２５３千円及び建設改良積立金３４４，９２８千円で補てんするものとする。）。  

収    入  
第１款  資 本 的 収 入 １，２５２，５２４  千円  

第１項  企 業 債 １，０４９，０００  千円  
第２項  負 担 金 ７５，９９２  千円  
第４項  県 補 助 金 ８７，０００  千円  
第６項  他 会 計 出 資 金 ２４，４８６  千円  
第９項  補 償 金 １６，０４６  千円  

支    出  
第１款  資 本 的 支 出 ２，８８１，１３０  千円  

第１項  建 設 改 良 費 ２，２５８，７７３  千円  
第２項  償 還 金 ６１２，３５７  千円  
第４項  予 備 費 １０，０００  千円  
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（債務負担行為）  

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事          項  期       間  限   度   額  

浄配水場警備業務委託  令和５年度から令和９年度まで  １８，５００千円  

営業業務包括委託  令和６年度から令和１０年度まで  ７４１，０００千円  

メ ー タ ー 交 換 業 務 委 託 、 漏 水 修 繕 待

機業務委託及び特設配水管用資材費  
令和５年度まで  ３８，８００千円  

コ ン ビ ニ 収 納 業 務 委 託 及 び Ｅ Ｂ シ ス

テム利用手数料  
令和５年度まで  ４，８００千円  

土地賃借料  令和５年度まで  ４００千円  

ドライシーラー保守点検業務費  令和５年度まで  ３００千円  

損害共済等保険料  令和５年度まで  １，９００千円  

基本計画策定業務委託  令和４年度から令和５年度まで  ３２，９００千円  

たな卸資産購入限度額  令和５年度まで  ２５，６００千円  
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（企業債）  

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。  

起債の目的  限度額  
起債の方

法  
利率  償還の方法  

老 朽 管 更 新 事 業  ２７８，０００千 円  

普通貸借  
又は  

証券発行  

４ ％ 以 内 （ た だ し 、 利

率 見 直 し 方 式 で 借 り 入

れ る 資 金 に つ い て 、 利

率 の 見 直 し を 行 っ た 後

に つ い て は 、 当 該 見 直

し 後 の 利 率 ）  

借 入 先 の 定 め る 融 資 条

件 に 従 う も の と す る 。  

た だ し 、市 財 政 の 都合 に

よ り 据 置 期 間 及 び 償 還 期

限 を 短 縮 し 、又 は 繰 上 償 還

も し く は 低 利 に 借 換 え す

る こ と が で き る 。  

施 設 整 備 事 業  ７７１，０００千 円  

計  １，０４９，０００千 円     

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用）  
第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

（１）営 業 費 用 
（２）営 業 外 費 用 
（３）建 設 改 良 費 
（４）償 還 金 

  
 
 
 
 

-6-



 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。  
（１）職 員 給 与 費      ２３８，１７８千円  
 

 （他会計からの補助金）  
第９条  水源確保等のた め 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は 、 ５ ， ２ ４ １ 千 円 で あ る 。 
   

（たな卸資産購入限度額）  
第１０条  たな卸資産の購入限度額は、２２，８６５千円と定める。   
 
 
  令和４年２月２２日提出  
 
                           深谷市長  小  島   進  

-7-



 

 

-8-



地方公営企業法施行令第１７条の２の規定による

予　算　に　関　す　る　説　明　書
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（単位：千円）

予 定 額

1 水 道 事 業 収 益 3,328,164 249,099)

6,150)

1 営 業 収 益 2,819,342 248,024)

6,132)

1 給 水 収 益 2,622,905

238,446)

3 受 託 工 事 収 益 2,609

238)

4 加 入 金 102,740 φ１３  260件

φ２０  360件

φ２５  10件

増　径  100件

9,340)

8 そ の 他 営 業 収 益 91,088 74,581

11,080

440

1,355

○手数料 3,632

6,132)

2 営 業 外 収 益 508,822 1,075)

18)

1 受取利息及び配当金 3,818 16

3,802

3 他 会 計 補 助 金 8,122 2,881

5,241

5 長 期 前 受 金 戻 入 229,653 ○固定資産取得に係る国庫補助金等の減価償却費相当額

9 雑 収 益 12,615

1,075)

18)

10 消 費 税 及 び 254,614

地 方 消 費 税 還 付 金

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち消費税及び地方消費税相当額

○有価証券利息

○メーター売却代金ほか

○企業会計システム賃借料負担金

○合角ダム償還金県補助金

　　　　　　（うち仮受消費税及び地方消費税

○企業会計システム保守委託料負担金

　　　　　　（うち仮受消費税及び地方消費税

○合角ダム償還金等市補助金

○下水道使用料等徴収事務負担金

○消火栓維持管理費

令 和 ４ 年 度 深 谷 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款

　　　　　　（うち仮受消費税及び地方消費税

項 目

○預金利息

収 入

（うち仮受消費税及び地方消費税

（うち仮受消費税及び地方消費税

○年間予定給水量　15,490,799 

備　　　　　　　　　　　　　　　考

　　　　　　（うち仮受消費税及び地方消費税

○公共下水道関係

　　　　　　（うち仮受消費税及び地方消費税
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（単位：千円）

予 定 額

1 水 道 事 業 費 用 2,847,420 114,101)

1 営 業 費 用 2,706,120 114,010)

1 原 水 及 び 浄 水 費 962,141 26,397

7,710

219,463

184,800

3,905

3,181

・消防用設備保守点検業務 594

7,950

19,033

37,742

39,899

187,624

430,868

12,438

84,132）

○法定福利費

○委託料

○通信運搬費ほか

・浄配水場運転管理業務

・電気設備保安点検業務

・川本浄水場汚泥処理業務ほか

支 出

○職員給与費（職員4人）

目

（うち仮払消費税及び地方消費税

（うち仮払消費税及び地方消費税

備　　　　　　　　　　　　　　　考款 項

○手数料

・浄配水場警備業務

○修繕費

・非常用自家発設備保守点検業務

○動力費

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

○受水費
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予 定 額

2 配 水 及 び 給 水 費 270,225 32,557

2,394

9,609

395

24,286

18,190

3,670

・長期中止中メーター撤去業務 721

1,705

182,956

18,976

88,312

9,075

66,593

16,060

1,968

18,757）

4 受 託 工 事 費 2,417

220）

○備消耗品費ほか

・給水管布設替ほか

○職員給与費（会計年度任用職員1人）

・検満メ－タ－交換業務

・石綿セメント管処分業務

○委託料

・仕切弁、消火栓修繕

○材料費

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

○公共下水道関係

○法定福利費（職員4人）

備　　　　　　　　　　　　　　　考

・検満メ－タ－交換業務

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

・漏水修繕

○修繕費

○法定福利費（会計年度任用職員1人）

款 項 目

○職員給与費（職員4人）

・漏水修繕待機業務

-13-



予 定 額

5 総 係 費 196,429 54,994

2,394

○報酬（上下水道事業運営審議会） 293

16,323

395

1,832

○通信運搬費 9,756

100,053

4,383

4,264

88,440

2,966

2,813

1,794

5,782

10,901）

8 減 価 償 却 費 1,249,368 1,249,368

55,561

904,484

288,750

214

359

9 資 産 減 耗 費 25,540 25,040

500

・工具器具及び備品

○職員給与費（職員8人）

・電算機器等保守業務

・構築物

備　　　　　　　　　　　　　　　考

○手数料ほか

・建物

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

○有形固定資産

○たな卸資産減耗費

目

・営業包括業務

項

○委託料

○備消耗品費

○法定福利費（職員8人）

○職員給与費（会計年度任用職員1人）

○法定福利費（会計年度任用職員1人）

・庁舎清掃業務ほか

・コンビニ収納業務

款

○賃借料

○固定資産除却費

○保険料

・車両及び運搬具

・機械及び装置
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予 定 額

2 営 業 外 費 用 130,300

1 支 払 利 息 129,449

・財政融資資金 38件 57,003

・金融機構資金 59件 72,446

3 雑 支 出 851

4 特 別 損 失 1,000 91）

3 過 年 度 損 益 修 正 損 1,000

91）

5 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

備　　　　　　　　　　　　　　　考

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

○企業債利息

項 目款
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（単位：千円）
予 定 額

1 資 本 的 収 入 1,252,524 13,235)

1 企 業 債 1,049,000

1 企 業 債 1,049,000

278,000

・施設整備事業 771,000

2 負 担 金 75,992 3,975)

1 負 担 金 75,992 ○公共下水道関係 43,492

○消火栓布設替関係 28,900

○道路関係 2,028

1,572

3,975)

4 県 補 助 金 87,000 7,909)

1 県 補 助 金 87,000

87,000

7,909)

6 他 会 計 出 資 金 24,486

1 他 会 計 出 資 金 24,486 24,486

9 補 償 金 16,046 1,351)

1 補 償 金 16,046 16,046

1,351)

○企業債

・老朽管更新事業

○基幹水道構造物耐震化事業出資金

収 入

款

資　本　的　収　入　及　び　支　出

備　　　　　　　　　　　　　　　考

（うち消費税及び地方消費税相当額

・重要給水施設配水管更新

○国道電線共同溝工事補償金

○管網図システム関係

○埼玉県生活基盤施設耐震化等補助金

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち消費税及び地方消費税相当額

（うち消費税及び地方消費税相当額

項 目
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（単位：千円）
予 定 額

1 資 本 的 支 出 2,881,130 197,507)

1 建 設 改 良 費 2,258,773 197,507)

1 浄 配 水 設 備 改 良 費 301,143 19,909

5,896

3,558

1,195

2,363

266,610

36,938

40,271

105,801

・舗装本復旧 72,600

11,000

5,170

25,017)

2 老 朽 管 更 新 事 業 費 619,653 29,605

○職員給与費（会計年度任用職員1人） 1,272

8,420

218

○旅費 108

580,030

・重要給水施設配水管更新 526,790

・老朽管更新 53,240

52,759)

3 施 設 整 備 事 業 費 1,330,484 14,931

4,466

○旅費 128

○委託料 46,112

○工事請負費 1,264,847

・花園第一、花園第二配水場関係　　　　　　　　　　33,000

・皿沼浄水場関係 1,231,847

119,214)

○委託料

・施設設備更新

○法定福利費（職員5人）

・設計積算システム保守業務

・管網図システム保守業務

備　　　　　　　　　　　　　　　考

・配水管布設替関係

款

（うち仮払消費税及び地方消費税

（うち仮払消費税及び地方消費税

○工事請負費

○工事請負費

○法定福利費

○法定福利費（会計年度任用職員1人）

○職員給与費（職員5人）

支 出

・公共下水道関係

○職員給与費（職員3人）

○職員給与費（職員2人）

○法定福利費

項 目

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

○賃借料ほか

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

・その他
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予 定 額

4 営 業 設 備 費 1,810 ○メ－タ－新規設置　 738台

5 固 定 資 産 購 入 費 5,683 3,300

1,275

1,108

517)

2 償 還 金 612,357

1 企 業 債 償 還 金 612,357

・財政融資資金 38件 319,318

・金融機構資金 59件 293,039

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

○企業債元金

備　　　　　　　　　　　　　　　考

　　　　　　（うち仮払消費税及び地方消費税

○機械装置購入費

款 項 目

○車両及び運搬具購入費

○工具器具及び備品購入費
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（令和５年 ３月３１日）

単位：千円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　浄水場の運転管理等に要する支出 △ 1,287,298

　　　　人件費支出 △ 153,452

　　　　営業収入 2,732,700

　　　　負担金、補助金等収入 95,578

　　　　その他の収支 9,285

　　　　　小計 1,396,813

　　　　利息及び配当金の受取額 3,818

　　　　利息の支払額 △ 129,449

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,271,182

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　固定資産の取得による支出 △ 1,150,981

　　　　固定資産の売却による収入 0

　　　　国庫補助金等による収入 103,046

　　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 75,992

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 971,943

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　企業債による収入 1,049,000

　　　　企業債の償還による支出 △ 612,357

　　　　他会計からの出資による収入 24,486

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 461,129

Ⅳ　　資金の増減額 760,368

Ⅴ　　資金の期首残高 1,326,740

Ⅵ　　資金の期末残高 2,087,108

令和４年度深谷市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

(人)

（単位：千円）

11

29

18

15

15

0

11

４ 月 １ 日 職 員 数

15

0

18

36,453

65,717

184,746

41,547

給 料報 酬 合 計

4,303

1,272

△ 5,519

2,040

241,657

82,677

46,568

合 計
手 当

38,398

△  3,665

110,035

22,898

65,801

法 定 福 利 費

63,899

186,426

給与費

1,234

5,556

5,575

4,322

1,818

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

本
年
度

１　総　括

特 別 職 一 般 職

特 殊 勤 務
手 当

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

区 分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

住 居 手 当

合 計

前
年
度

手
当
の
内
訳

比
較

0

0

0

19,571

△  1,240

186

△  1,369

3,335

管 理 職
手 当

3,149

122,527

19,000

53,432

153,461

84,717

238,178

158,980

34,43242,903 119,02971,823

△ 2,021△ 3,498

222

18,778

55,231

24,267

70,835

113,370

71,637

児 童 手 当

△  79

18,331

6,543

△  1,051

2,544

2,472

72

時 間 外
勤 務 手 当

5,492 1,444

△  5,034 △  1,799

通 勤 手 当

65,801

比 較

地 域 手 当

7,199

6,949

250 746 △  3,438

△  3,479△ 1,680

合 計

70,835

2,352

2,4311,715

△  271 △  23

12

35

△  5,034

勤 勉 手 当

15 29

区 分

本 年 度

前 年 度

△  19

38

19

0

0 0

3,770

3,024

期 末 手 当

24,657

28,095

扶 養 手 当

0 0

0

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員
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（単位：千円）

（単位：千円）

1,715 35 2,431 0 70,215

比 較 250 746 △  3,596 △  1,240 72 △  1,051 △  271 △  23 △  79 0 △  5,192

通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

住 居 手 当 児 童 手 当 合 計

本 年 度 7,199 3,770 23,879 18,331 2,544 5,492 1,444 12 2,352 0 65,023

手
当
の
内
訳

区 分 地 域 手 当 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

前 年 度 6,949 3,024 27,475 19,571 2,472 6,543

比
較

損益勘定支弁職員 0 186 △  3,823 △ 3,637 △ 2,083 △ 5,720

資本勘定支弁職員 0 3,149 △  1,369 1,780 212 1,992

合 計 0 3,335 △  5,192 △ 1,857 △  1,871 △  3,728

230,817

前
年
度

損益勘定支弁職員 16 71,637 45,948 117,585 35,725 153,310

資本勘定支弁職員 10 38,398 24,267 62,665 18,570 81,235

合 計 26 110,035 70,215 180,250 54,295 234,545

本
年
度

損益勘定支弁職員 16 71,823 42,125 113,948 33,642

合 計 26 113,370 65,023 178,393 52,424

147,590

資本勘定支弁職員 10 41,547 22,898 64,445 18,782 83,227

区 分 法 定 福 利 費 合 計
職員数（人） 給 料 手 当 合 計

ア　会計年度任用職員以外の職員（一般職）

4月1日 給与費
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（単位：千円）

（単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細 ［１　ア　会計年度任用職員以外の職員（一般職）］ （単位：千円）

0 0 0 0 620

比 較 0 0 158 0 0 0 0 0 0 0 158

通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

住 居 手 当 児 童 手 当 合 計

本 年 度 0 0 778 0 0 0 0 0 0 0 778

手
当
の
内
訳

区 分 地 域 手 当 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

前 年 度 0 0 620 0 0 0

比
較

損益勘定支弁職員 0 176 158 334 62 396

資本勘定支弁職員 0 38 0 38 10 48

合 計 0 214 158 372 72 444

前
年
度

損益勘定支弁職員 2 3,834 620 4,454 728 5,182

資本勘定支弁職員 1 1,234 0 1,234 208 1,442

合 計 3 5,068 620 5,688 936 6,624

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 4,010 778 4,788 790 5,578

資本勘定支弁職員 1 1,272 0 1,272 218 1,490

合 計 3 5,282 778 6,060 1,008 7,068

イ　会計年度任用職員（一般職）

区 分
4月1日 給与費

法 定 福 利 費 合 計
職員数（人） 報 酬 手 当 合 計

配置換え等

説 明 備 考増 減 事 由 別 内 訳

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 増 減 分

制 度 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 増 減 分

期末手当の引下げ等

配置換え等

区 分 増 減 額

0

1,106

2,229

△ 1,479

△ 3,713

3,335　

△ 5,192　

給 料

手 当
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〔以下、令和４年１月１日現在における給与等の状況です。〕

３　給料及び手当の状況

(円）

(円）

(歳）

(円）

(円）

(歳）

区 分

企業職
（事務・技術職）

部　長

６　級 ７　級 ８　級

主事補・技師補 主事・技師 主　任 係長・主査 課長補佐 課長・主幹 次　長

(級別の基準となる職務)

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

計 26 100.0 計 26 100.0

8 8

7 26.9

4 11 42.3 4 8 30.9

7 2 7.7 7 1 3.8

6 6 1 3.8

2 5 19.2 2 7 26.9

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

1

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

1

3 6 23.1 3

5 2 7.7 5 2 7.7

区 分
企業職（事務・技術職）

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

大 学 卒 188,700 188,700

(３)　級別職員数

区 分
企業職（事務・技術職）

高 校 卒 154,900 154,900

短 大 卒 168,900 168,900

(２)　初任給（令和４年１月１日現在） （単位：円）

区 分
企 業 職
（事務・技術職）

一 般 会 計 の 制 度

行 政 職

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 314,946

平 均 給 与 月 額 365,683

平 均 年 齢 41.2

(１)　職員１人当たりの給与

区 分 企業職（事務・技術職）

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 326,950

平 均 給 与 月 額 388,896

平 均 年 齢 42.7
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（４）　特殊勤務手当　

給料総額に対する比率（％） 0.03

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（ 令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）
支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 （円）

代表的な特殊勤務手当の名称

（５）　期末手当・勤勉手当（令和４年１月１日現在）

6月 12月

本 年 度 2.225 2.075 4.30

前 年 度 2.250 2.200 4.45

一 般 会 計 の 制 度 2.225 2.075 4.30

（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（令和４年１月１日現在）

区 分 備 考

支 給 率 等

一般会計の制度(支給率等)

（７）　その他の手当（令和４年１月１日現在）

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　じ

同　　じ

差 異 の 内 容

同　　じ

同　　じ

47.70900

47.70900

24.586875

24.586875

47.70900

47.70900

33.27075

33.27075

区 分

支給率計

企 業 職

（ 事 務 ・ 技 術 職 ）

緊急出動勤務手当

区 分

19.23

最高限度額

（単位：月分）

有

有

有

２５年勤続の者 ３５年勤続の者２０年勤続の者

480

支給期別支給率

（単位：月分）

備 考
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置
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（単位：千円）

逓次繰越
2,295,230

千円

備　考

逓次繰越
440,429

千円

逓次繰越
434,969

千円

逓次繰越
1,419,832

千円

5.3%

7.8%

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

4.7%

3,544,006 82.2%

計 4,314,600 2,398,000 93,037 222,015 1,601,548 433,994 770,594 3,544,006 4,314,600 100.0%

490,290 3,544,006

653,448 336,600

令和
４

1,248,776 734,000 24,486

336,600

230,560 230,560

令和
３

1,756,432 980,000 86,084

29,319

36,900

26,947

29,190 243,020 230,560

皿沼浄水場
更 新 事 業

82,126
１　資本的
　　支　出

１　建  設
    改良費

令和
２

665,529 364,000

令和
元

643,863 320,000

年度 年割額

左の財源内訳

企業債 県補助金
他会計
出資金

損益勘定
留保資金

203,434 203,434214,790 203,434

継続費に関する調書

款 項 事　業　名

全体計画
前前年度
末までの
支払義務
発 生 額

前年度末
までの支
払 義 務
発    生
(見込)額

当該年度
支払義務
発    生
予 定 額

当該年度
末までの
支払義務
発    生
予 定 額

翌年度以
降の支払
義務発生
予 定 額
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18,500

19,500

- - 8,361

- 814,000

- 400

741,000

8,361

- 300

営 業 業 務 包 括 委 託 741,000 －

19,500 －

25,600

18,500

19,500

38,800

4,800

-

-

-

-

-

-

- 32,900

311,484

- 1,900

-

4,800 － －

上下水道料金管理システム
保 守 業 務 委 託

7,500 － －
令和４年度から
令和５年度まで

7,500

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額
損 益 勘 定
留 保 資 金

左 の 財 源 内 訳

企 業 債

事 項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

負 担 金

25,600 -

令和４年度から
令和５年度まで

311,484 -営 業 業 務 包 括 委 託 576,000
令和元年度から
令和３年度まで

264,516

基 本 計 画 策 定 業 務 委 託 32,900

令和５年度まで

-

-

－ －
令和４年度から
令和５年度まで

32,900 -

－
令和６年度から
令和10年度まで 741,000 -

1,900

令和５年度までた な 卸 資 産 購 入 限 度 額 25,600 － －

損 害 共 済 等 保 険 料 1,900 － － 令和５年度まで -

浄 配 水 場 運 転 管 理 ・ 施 設
点 検 等 業 務 委 託 998,800 令和３年度 184,800

令和４年度から
令和７年度まで 814,000 -

土 地 賃 借 料 400 － － 令和５年度まで 400 -

-

-－

-

－
令和４年度から
令和８年度まで

メ ー タ ー 交 換 業 務 委 託 、
漏 水 修 繕 待 機 業 務 委 託
及び特設配水管 用資 材費

38,800 －

令和5年度から
令和９年度まで

浄 配 水 場 警 備 委 託 18,500 －

浄 水 場 等 電 気 設 備
保 安 点 検 業 務 委 託

- 7,500

ドライシーラー保守点検業務費 300 － － 令和５年度まで 300 -

浄 配 水 場 警 備 委 託 21,000
平成30年度から
令和３年度まで

12,639 令和４年度まで

4,800
コンビニ収納業務委託及び
Ｅ Ｂ シ ス テ ム 利 用 手 数 料

－ 令和５年度まで 38,800
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千円 千円 千円 千円

１  固定資産

  （１）有形固定資産

      イ  土地 743,110

      ロ  建物 1,952,782

          減価償却累計額 △717,067 1,235,715

      ハ  構築物 45,883,437

          減価償却累計額 △18,510,694 27,372,743

      ニ  機械及び装置 10,762,450

          減価償却累計額 △6,854,209 3,908,241

      ホ  車両及び運搬具 20,946

          減価償却累計額 △17,883 3,063

      ヘ  工具器具及び備品 160,574

          減価償却累計額 △152,115 8,459

      ト  建設仮勘定 6,037

          有形固定資産合計 33,277,368

  （２）無形固定資産

      イ  電話加入権 367

          無形固定資産合計 367

  （３）投資その他資産

      イ  投資有価証券 700,000

          投資その他資産合計 700,000

          固定資産合計 33,977,735

令和４年度深谷市水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

資　産　の　部

税抜
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２  流動資産

  （１）現金預金 2,087,108

  （２）営業未収金 292,939

  　　　　貸倒引当金 △18,618 274,321

  （３）営業外未収金 51,141

  （４）貯蔵品 10,578

  （５）前払金 32,708

        流動資産合計 2,455,856

        資産合計 36,433,591

３  固定負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 9,895,111

          企業債合計 9,895,111

  （２）引当金

      イ  修繕引当金 208,939

          引当金合計 208,939

        固定負債合計 10,104,050

４  流動負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 628,481

          企業債合計 628,481

  （２）未払金 946,188

  （３）引当金

      イ  賞与引当金 16,631

          引当金合計 16,631

負　債　の　部
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  （４）その他流動負債 2,400

        流動負債合計 1,593,700

５  繰延収益

  （１）長期前受金 11,065,216

  （２）収益化累計額 △5,425,528

        繰延収益合計 5,639,688

        負債合計 17,337,438

６  資本金

  （１）自己資本金

      イ  固有資本金 755,517

      ロ  繰入資本金 7,616,041

      ハ  組入資本金 8,396,804

          自己資本金合計 16,768,362

          資本金合計 16,768,362

７  剰余金

  （１）資本剰余金

      イ  国庫補助金 14,150

      ロ  県補助金 4,328

      ハ  受贈財産評価額 19,914

          資本剰余金合計 38,392

  （２）利益剰余金

      イ  減債積立金 21,000

      ロ  建設改良積立金 1,587,942

680,457

          利益剰余金合計 2,289,399

          剰余金合計 2,327,791

          資本合計 19,096,153

          負債資本合計 36,433,591

      ハ  当年度未処分利益剰余金

資　本　の　部
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千円 千円 千円

１  営業収益

（１）給水収益 2,392,005

（２）受託工事収益 4,320

（３）加入金 100,600

（４）その他営業収益 77,982 2,574,907

２  営業費用

（１）原水及び浄水費 859,789

（２）配水及び給水費 226,487

（３）受託工事費 4,000

（４）総係費 180,840

（５）減価償却費 1,230,790

（６）資産減耗費 40,950 2,542,856

営業利益 32,051 32,051

令和３年度深谷市水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

税抜
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３  営業外収益

（１）受取利息及び配当金 3,799

（２）他会計補助金 8,122

（３）長期前受金戻入 226,715

（４）雑収益 10,514 249,150

４  営業外費用

（１）支払利息 139,739

（２）雑支出 308 140,047 109,103

経常利益 141,154

５  特別損失

（１）固定資産売却損 8

（２）過年度損益修正損 2,000 2,008 △2,008

当年度純利益 139,146

105,251

当年度未処分利益剰余金 244,397

前年度繰越利益剰余金
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千円 千円 千円 千円

１  固定資産

  （１）有形固定資産

      イ  土地 743,110

      ロ  建物 2,043,912

          減価償却累計額 △829,124 1,214,788

      ハ  構築物 44,847,826

          減価償却累計額 △17,913,627 26,934,199

      ニ  機械及び装置 10,002,532

          減価償却累計額 △6,575,318 3,427,214

      ホ  車両及び運搬具 19,787

          減価償却累計額 △17,669 2,118

      ヘ  工具器具及び備品 159,567

          減価償却累計額 △151,756 7,811

      ト  建設仮勘定 34,426

          有形固定資産合計 32,363,666

  （２）無形固定資産

      イ  電話加入権 367

          無形固定資産合計 367

  （３）投資その他資産

      イ  投資有価証券 700,000

          投資その他資産合計 700,000

          固定資産合計 33,064,033

令和３年度深谷市水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

資　産　の　部

税抜
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２  流動資産

  （１）現金預金 1,326,740

  （２）営業未収金 293,860

  　　　　貸倒引当金 △19,800 274,060

  （３）営業外未収金 5,535

  （４）貯蔵品 10,577

  （５）前払金 726,408

        流動資産合計 2,343,320

        資産合計 35,407,353

３  固定負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 9,474,592

          企業債合計 9,474,592

  （２）引当金

      イ  修繕引当金 208,939

          引当金合計 208,939

        固定負債合計 9,683,531

４  流動負債

  （１）企業債

      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 612,357

          企業債合計 612,357

  （２）未払金 523,652

  （３）引当金

      イ  賞与引当金 16,622

          引当金合計 16,622

負　債　の　部
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  （４）その他流動負債 2,400

        流動負債合計 1,155,031

５  繰延収益

  （１）長期前受金 10,784,131

  （２）収益化累計額 △5,195,875

        繰延収益合計 5,588,256

        負債合計 16,426,818

６  資本金

  （１）自己資本金

      イ  固有資本金 755,517

      ロ  繰入資本金 7,591,555

      ハ  組入資本金 8,396,804

          自己資本金合計 16,743,876

          資本金合計 16,743,876

７  剰余金

  （１）資本剰余金

      イ  国庫補助金 14,150

      ロ  県補助金 4,328

      ハ  受贈財産評価額 19,914

          資本剰余金合計 38,392

  （２）利益剰余金

      イ  減債積立金 21,000

      ロ  建設改良積立金 1,932,870

244,397

          利益剰余金合計 2,198,267

          剰余金合計 2,236,659

          資本合計 18,980,535

          負債資本合計 35,407,353

資　本　の　部

      ハ  当年度未処分利益剰余金
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注 記 事 項 
１ 重要な会計方針に関する注記 

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ア 量水器 

先入先出法に基づく原価法により算定している。 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産 

（ア） 償却資産  定額法 

ただし、取替資産については、取替法により算定している。 

（イ） 主な耐用年数 

建 物   ５０年 

構 築 物   ４０年 

機械及び装置 ８～２０年 

イ 無形固定資産  定額法 

（３） 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 一般会計が負担することとしているため、計上していない。 

イ 賞 与 引 当 金 職員の期末・勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当事業年度の末における支給見込額

に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

ウ 修 繕 引 当 金 平成２６年３月３１日以前に引き当てられた従前の修繕引当金のみ計上されており、引き続き従前の例により取り崩す

こととする。 

エ 貸 倒 引 当 金 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。 

（４） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式をとっている。 
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２ 予定貸借対照表等に関する注記 

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担 

   予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負 

  担すると見込まれる額は５４，２５８千円である。 
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